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　　　　　当社は、平成２８年度第１四半期（４～６月）決算の

　　　　　概要について、次のとおり取りまとめました。
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Ⅰ．平成２８年度第１四半期決算の概要

 ○ 連 結 決 算
１．連結経営成績（累計）

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( )

( )
(注１) パーセント表示は、対前年同四半期増減率

２．連結財政状態

 ○ 単 独 決 算
１．経営成績（累計）

( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( )

( )

( )
(注) パーセント表示は、対前年同四半期増減率

２．財政状態

経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

39.31

売　上　高 営 業 利 益

28年３月期第１四半期 171,326 6.1 12,782 －

29年３月期第１四半期 169,685 △ 1.0 18,608 45.6

親会社株主に帰属する四半期純利益 １株当たり四半期純利益

百万円 ％

29年３月期第１四半期 1,807,199 203,455

(注２) 「１株当たり四半期純利益」は「親会社株主に帰属する四半期純利益」により算定しております。

15,779 70.5

              　　      円 　銭　

9,252 －

29年３月期第１四半期

百万円 百万円 ％

29年３月期第１四半期 14,977 85.4 70.70

28年３月期第１四半期 8,079 △ 46.2

総  資  産 純  資  産 自己資本比率

10.7

28 年 ３ 月 期 1,826,141 197,222 10.2

△ 0.5 18,386

28年３月期第１四半期

経 常 利 益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

１株当たり四半期純利益

百万円 ％               　　      円 　銭　

91.3

165,291 6.0 11,358 － 8,266 －

売　上　高 営 業 利 益

29年３月期第１四半期 15,272

四半期純利益

28年３月期第１四半期 7,342 △ 55.4 35.72

108.0 72.14

28 年 ３ 月 期 1,765,091 160,864 9.1

百万円 百万円 ％

29年３月期第１四半期 1,748,399

総  資  産 純  資  産 自己資本比率

167,893 9.6

61.9 15,812164,538
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Ⅱ．連 結 決 算 の 概 要

１,７１２億円となりました。

た。

は、６８億円（８５.４％）増加の１４９億円となりました。

（単位：百万円）

[ ] [ ] [ ] [ ] [ ]

北海電気工事㈱ 北海道計器工業㈱ 北電総合設計㈱

北電興業㈱ 北海道ﾊﾟﾜｰｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱ ㈱ほくでんｱｿｼｴ

苫東ｺｰﾙｾﾝﾀｰ㈱ ほくでんｴｺｴﾅｼﾞｰ㈱

ほくでんｻｰﾋﾞｽ㈱ 北海道総合通信網㈱

ほくでん情報ﾃｸﾉﾛｼﾞｰ㈱

当第１四半期連結累計期間の収支につきましては、収入面では、再生可能エネルギーの固定価格買取

以上により、営業利益は、前年同期に比べ５８億円（４５.６％）増加の１８６億円、経常利益は、

な取り組みなどにより、営業費用は、前年同期に比べ７４億円（△４.７％）減少の１,５１０億円とな

６５億円（７０.５％）増加の１５７億円となりました。また、親会社株主に帰属する四半期純利益

増　　減 前年同期比％

(A)/(B)

連 結 収 支比 較表

引下げによる収入の減少などにより、営業収益（売上高）は、前年同期に比べ１６億円（△１.０％）

減少の１,６９６億円となり、これに営業外収益を加えた経常収益は、９億円（△０.５％）減少の

り、これに営業外費用を加えた経常費用は、７４億円（△４.６％）減少の１,５５４億円となりまし

(注) 非支配株主に帰属する四半期（当期）純損益欄の△は、損失を示しております。

支出面では、燃料価格の低下などによる燃料費の減少や経営全般にわたる徹底した効率化への継続的

5,825

58.5

△ 7,465

99.5△ 764

85.9

合　　　　計

183.0

△ 931

171,326

6,652

1,563

171,249 99.5172,180

169,685

163,909

99.0

708

694,065

724,111

連 結 子 会 社 持 分 法 適 用 会 社

(A) (A)-(B)

18,608

合　　　　計 155,469

5,661

152,881

△ 1,640

164,673

854

15,779

経
常
収
益

営 業 収 益 ( 売 上 高 )

電 気 事 業 営 業 収 益

営 業 外 収 益

［ 営 業 利 益 ］

前第１四半期
連結累計期間連結累計期間
当第１四半期

(B)

8,079

△ 105

7,973

151,077

540

12,782

158,543

146,212

4,865

営 業 費 用

そ の 他 事 業 営 業 費 用

187.1

8,328

6,940

経 常 利 益

営 業 外 費 用 4,385

162,928

4,392

渇水準備金引当又は取崩し

経
常
費
用

電 気 事 業 営 業 費 用

170.5

100.2

145.6

△ 796

△ 7,458

6,527

95.6

7

△ 383

△ 6,669

95.3

95.4

43,100

制度の影響による増加はありましたが、販売電力量の減少に加え、燃料費調整制度に基づく電気料金の

税 金 等調 整前 四半 期 ( 当期 )純 利益

法 人 税 等

923

9,252

27,039

そ の 他 事 業 営 業 収 益 86.8△ 876

91.5

183.0

1,022

681,010

28,062

655,115

699,072

18,062

前　　期

30,046

3,023

25,895

727,135

5,776

連 結 対 象 会 社

14,977

647

325 355

四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

△ 63非支配株主に帰属する四半期（当期）純損益

6,910

21,923

42

21,276

5,116

6,898 185.4

△ 30

15,239

14,914

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

－

- ２ -



Ⅲ．単 独 決 算 の 概 要

１．需    要

（単位：百万ｋＷｈ）

２．供    給

から、安定供給を維持することができました。

（単位：百万ｋＷｈ）

高 圧 ・ 特 別 高 圧

火 力

が、出水率が１０９.９％と平年を上回ったことや、供給設備の適切な運用を図ったことなど

前　　期
累  計  期  間 累  計  期  間

(A)

3,612 4,402 △ 790

137 110.7

15,148

泊発電所が全基停止していることに加え、火力発電所の計画外停止・出力抑制などがありました

3,393 3,748 △ 355 90.5

合 計 6,425 6,765 △ 340 95.0

(B) (A)-(B) (A)/(B)

前年同期比％

・ 春先の気温が前年に比べ低く推移したことによる暖房需要の増加はありましたが、他事業者への契

約切り替えの影響や一部お客さまの自家発電の稼働増による当社売電の減少などにより、販売電力

販 売 電 力 量

前　　期
累  計  期  間 累  計  期  間

(A)

当第１四半期 前第１四半期
増　　減

量合計は、５.０％の減少となりました。

13,4443,032 3,017 15 100.5低 圧

28,592

・

水 力

当第１四半期

(A)-(B) (A)/(B)

( 99.8)

自
　
　
社

計

－

3,502

(  －)

82.0 22,158

供 給 電 力 量

新 エ ネ ル ギ ー 等

前第１四半期
増　　減 前年同期比％

原 子 力

(設備利用率 ％ ) (  －)

( 出 水 率 ％ ) ( 109.9) ( 104.2) ( 5.7)

1,413 1,276

－ －

合 計 6,755 7,164

5,059 5,713

揚 水 用 △ 59 △ 30

融 通 ・ 他 社 受 電 1,755 1,481

34

(B)

35

－ －

(  －)

98.4

(  －)

94.3 31,900

△ 1

△ 409

△ 654

△ 29 193.9 △ 120

274 118.5 6,229

88.5 25,791

131

- ３ -



３．収    支

（１）収    益

（２）費    用

した。

（３）利    益

７９億円増加の１５２億円となりました。

（△２０.１％）の減少となりました。

１１７億円（８０.２％）の増加となりました。

この結果、経常収益合計では、前年同期並みの１,６６２億円となりました。

・ 燃料費・購入電力料は、販売電力量の減少や燃料価格の低下などにより、１２３億円

した。

・ 電灯・電力収入は、販売電力量の減少に加え、燃料費調整制度に基づく電気料金の引下げによ

・ 人件費は、退職給付会計に係る費用の増加などにより、１０億円（８.９％）の増加となりま

その他収益は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく交付金の増加などにより、・

・

る収入の減少などにより、１１９億円（△７.８％）の減少となりました。

修繕費は、経年化対策工事の増加などにより、２３億円（２２.９％）の増加となりました。

減価償却費は、定率償却による逓減効果などにより、１０億円（△５.０％）の減少となりま

・

・

・

支払利息は、金利の低下などにより、２億円（△５.４％）の減少となりました。

・ この結果、経常費用合計では、７７億円（△４.９％）減少し、１,５０４億円となりました。

・ 以上により、経常利益は、７５億円増加の１５８億円となりました。また、四半期純利益は、

その他費用は、再生可能エネルギーの固定価格買取制度に基づく納付金の増加などにより、・

２５億円（５.０％）の増加となりました。

- ４ -



収 支 比 較 表 （単位：百万円）

電 灯 料 65,720 68,900 △ 3,179 95.4 291,624

電 力 料 74,137 82,860 △ 8,723 89.5 346,250

(　小　　計　) ( 139,858 ) ( 151,761 ) ( △ 11,902 ) ( 92.2 ) ( 637,875 )

そ の 他 収 益 26,380 14,642 11,737 180.2 60,769

［ 売   　　上　   　高 ］ [ 164,538 ] [ 165,291 ] [ △ 753 ] [ 99.5 ] [ 695,719 ]

合 計 166,238 166,404 △ 165 99.9 698,644

人 件 費 13,095 12,027 1,067 108.9 50,727

燃 料 費 ・ 購 入 電 力 料 48,931 61,278 △ 12,347 79.9 256,565

修 繕 費 12,412 10,099 2,312 122.9 82,708

減 価 償 却 費 19,538 20,569 △ 1,031 95.0 85,003

支 払 利 息 3,862 4,081 △ 219 94.6 16,204

そ の 他 費 用 52,586 50,080 2,506 105.0 186,197

合 計 150,426 158,137 △ 7,711 95.1 677,405

[ 18,386 ] [ 11,358 ] [ 7,028 ] [ 161.9 ] [ 36,162 ]

15,812 8,266 7,546 191.3 21,238

540 923 △ 383 58.5 1,022

15,272 7,342 7,929 208.0 20,216

－ － － － 3,116

15,272 7,342 7,929 208.0 17,099

(A)/(B)

法 人 税 等

［ 営 業 利 益 ］

経 常 利 益

渇水準備金引当又は取崩し

税引前四半期(当期)純利益

経
　
 
常
　
 
収
　
 
益

経
　
 
常
　
 
費
　
 
用

当第１四半期 前第１四半期

四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

前　　期前年同期比％増　　減
累  計  期  間 累  計  期  間

(A) (B) (A)-(B)

- ５ -



Ⅳ．業 績 の 見 通 し

を合理的に算定することができないため、引き続き未定といたします。

今後、業績を見通すことが可能となり次第、速やかにお知らせいたします。

万全を期してまいります。

株式ともに引き続き未定とさせていただきます。

○ 連 結 業 績 見 通 し

２９年３月期連結業績予想 (単位：百万円)

 （△３.８％程度）

○ 単 独 業 績 見 通 し

２９年３月期単独業績予想 (単位：百万円)

 　　想定しております。　

前回公表値（平成２８年４月２７日公表値）と同程度と見込まれるため、変更しておりません。

通 期

通 期

　※ 通期の為替レートは１０６円／＄程度（７月以降１０５円／＄程度)､

（対前期増減率）

販 売 電 力 量 ２７５億kWh程度 △１１億kWh程度

対 前 期 増 減

売 上 高 ６８５,０００ △１１,０００

　　 原油ＣＩＦ価格は４８＄／bl程度（７月以降５０＄／bl程度）として

通期の連結売上高の見通しにつきましては、燃料価格の動向を踏まえ、見直しを行いましたが、

また、損益につきましては、今後の供給力の状況を見極めていく必要があり、燃料費などの費用

なお、電力供給につきましては、供給設備の適切な運用に全力で取り組み、安定供給確保に向け

中間・期末配当につきましては、業績を見通すことができないことから、普通株式および優先

対 前 期 増 減

売 上 高 ７１３,０００ △１１,０００

- ６ -



○ 平成29年3月期第1四半期実績（対前年同期比較）

 ■ 燃料価格の低下による燃料費の減 １０８　  ■ 燃料費調整制度に基づく電気料金の １２５　

　　引下げによる売上高の減
 ■ 販売電力量の減少による燃料費の減 ２４　 　 　

    ■ 販売電力量の減少による売上高の減 ３７　

 ■ 海外炭火力発電所稼働増による ２０　

　　燃料費の減

 ■ 水力発電量の増加による燃料費の減 １９　

 ■ その他 ６６　
　　（減価償却費・支払利息の減　など）

 ■ 経常利益の好転 ７５　

 ■ 渇水準備金の引当額の減 ３　

当社単独決算における経常利益・四半期純利益の変動要因

（億円）

好　転　要　因 悪　化　要　因

差し引き　７５億円　好転

（億円）

好　転　要　因 悪　化　要　因

差し引き　７９億円　好転

参 考

【経常利益の変動要因】

【四半期純利益の変動要因】

（億円）

売 上 高 １,６４５ １,６５２ △　７

営 業 利 益 １８３ １１３ ７０

経 常 利 益 １５８ ８２ ７５

四 半 期 純 利 益 １５２ ７３ ７９

29年3月期第1四半期 28年3月期第1四半期 増　減

実　績　① 実　績　② ①－②
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